
 

 

社会福祉法人本巣市社会福祉協議会就業規則 
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附則 

 

   第１章 総則 

 (目的) 

第１条 この規則は、社会福祉法人本巣市社会福祉協議会(以下「本会」という。) 

職員の服務規律、労働条件その他の就業に関する事項を定めることを目的とする。 

２ この規則に定める事項のほか、職員の就業に関する事項は、労働基準法及びその 

他の法令に定めるところによる。 

 (適用範囲) 

第２条 この規則は、本会に採用されたすべての職員に適用する。ただし、臨時職員 

等就業形態が特殊な勤務に従事する者については、別に規則で定める。 

 (規則遵守の義務) 

第３条 本会及び職員は、この規則を遵守し、相互に協力して本会事業の発展と労働 

条件の向上に努めなければならない。 

 

   第２章 採用 

 

 (採用) 

第４条 本会は、本会に就職を希望する者について、次の書類の提出を求め、採用試 

験を行い、採用者を決定する。 

（１）履歴書 

（２）卒業証明書又は卒業見込み証明書（学卒者のみ） 

（３）その他本会が必要とする書類 

 (採用決定者の提出書類) 

第５条 採用試験に合格し職員として新たに採用された者は、採用後２週間以内に次 

の書類を会長に提出しなければならない。 



 

 

（１）住所届（住民票謄本添付） 

（２）扶養家族控除等申告書 

（３）資格又は免許のある者はそれを証明する書類もしくは写し 

（４）所得税源泉徴収票（前職のある者） 

（５）年金手帳（前職のある者） 

（６）雇用保険被保険者証（前職のある者） 

（７）誓約書（別記第１号様式） 

（８）本会及び扶養対象家族の個人番号カード又は通知カードの写し 

（９）その他本会が必要とする書類 

２ 前項の定めにより提出した書類の記載事項に変更が生じたときは、速やかに変更

事項を届け出なければならない。 

３ 第１項第８号で取得する個人番号の利用目的は次のとおりとする。 

（１）所得税法の税務関連の届出事務 

（２）健康保険・厚生年金保険の届出事務 

（３）労働保険関係の届出事務 

（４）上記に付随する行政機関の届出事務 

 (試用期間) 

第６条 新たに採用した職員については、採用の日から３ヵ月間を試用期間とする。 

２ 試用期間中、又は試用期間満了の際、本人の適正、勤務態度、知識、技能及び健 

康状態について審議し、職員として引き続き勤務させることが不適当と認めたとき 

は、第８章の手続きに従い解雇することができる。 

３ 能力不足、職務不適格などがみられるが、改善の可能性がある場合は、３ヵ月を 

限度として試用期間を延長することができる。 

４ 試用期間は勤務年数に通算する。 

 

   第３章 勤務 

 

    第１節 勤務時間・休憩・休日 

 (勤務時間) 

第７条 勤務時間は、休憩時間を除き１週間について 38時間 45分を超えない範囲と

する。 

２ 前項の規定に基づく１日当たりの勤務時間は７時間 45 分とし、始業時刻は午前

８時３０分、終業時刻は午後５時１５分とする。但し、業務の運営によって、始

業時刻及び終業時刻を変更することができる。 

３ この規則第５４条の９の規定により採用された職員の勤務時間は、第１項の規 

定にかかわらず、休憩時間を除き４週間を超えない期間につき１週間について 15

時間 30分から 31時間までの範囲内で会長が定める。 

 



 

 

 (休憩時間及び休息時間) 

第８条 １日の勤務時間が６時間を超える場合においては４５分、7時間 45分を超え

る場合においては、１時間の休憩時間をそれぞれ勤務時間の途中に置かなければ

ならない。但し、業務の運営によって、１日当たりの勤務時間が６時間を超える

場合においても必要に応じて１時間の休憩を置くことができる。 

２ 前項に規定する休憩時間は、原則、午後０時から午後１時までとし、業務の運営

及び必要に応じて午前１１時から午後２時までの間に置くことができる。 

３ 職務の性質又は勤務条件の特殊性により前各項の規定により難いときは、職員の 

休憩時間又は休息時間において別段の定めをすることができる。 

 (休憩時間の利用) 

第９条 職員は、休憩時間を自由に利用することができる。ただし、外出するときは、 

上司に届け出なければならない。 

２ 職員は、他の職員の休憩を妨げないようにしなければならない。 

 (始業・終業時刻等の変更) 

第１０条 交通事情その他やむを得ない事情がある場合又は業務上の必要がある場 

合は、あらかじめ予告の上、全部又は一部の職員について、第７条に規定する始業、 

終業及び第８条に規定する休憩・休息の時刻を変更することができるものとし、そ

の時刻は特殊勤務に従事する職員にあっては、勤務割表により明示された時刻とす

る。ただし、この場合においても１日の勤務時間が第７条第１項に定める時間を超

えないものとする。 

 (休日) 

第１１条 職員の休日は、次の各号のとおりとする。 

（１）日曜日 

（２）土曜日 

（３）国民の祝日に関する法律(昭和 23年法律第 178号)に規定する休日 

（４）１２月２９日から翌年１月３日までの日 

 (休日の振替) 

第１２条 業務の運営によって、前条の休日を前後４週間以内に他の日と振り替える 

ことができる。 

 (時間外勤務) 

第１３条 業務の都合により所定時間外に勤務を命ずることができる。 

２ 法定の労働時間を超える時間外勤務は、所轄労働基準監督署長に届け出た職員代 

表者との時間外労働協定の範囲内とする。 

３ 満１８歳未満の者については、法定の労働時間を超えて勤務させないものとす

る。 

 (休日勤務) 

第１４条 業務上必要がある場合には、第１１条の休日に勤務を命ずることができ

る。 



 

 

２ 法定の休日に勤務させる場合は、所轄労働基準監督署長に届け出た職員代表者と 

の休日労働協定の範囲内とする。 

３ 満１８歳未満の者については、労働基準法に定める１週１日の休日に勤務をさせ 

ることはできない。 

 (非常災害時の特例) 

第１５条 事故の発生、火災、風水害その他避けることのできない事由により臨時の 

必要がある場合には、第１３条又は第１４条の規定にかかわらず、すべての職員に 

対し、第７条の勤務時間を超えて又は第１１条の休日に勤務をさせることがある。 

 (休日又は超過勤務手当) 

第１６条 第１３条、第１４条又は前条による時間外勤務、休日勤務又は深夜勤務に

対しては、本会職員給与等支給規程(以下「給与規程」という。)の定めるところに

よって手当を支給する。 

 (出張) 

第１７条 業務のため出張すべき職員は、出張すべき日の２日前までに出張命令を受 

けなければならない。ただし、緊急の場合はこの限りでない。 

２ 軽易な出張については、口頭で出張命令を受け出張することができる。 

３ 出張した職員は、速やかに復命書を提出しなければならない。ただし、軽易な事 

項は口頭で復命することができる。 

 (出張等の勤務時間及び旅費) 

第１８条 職員が出張その他本会の用務により事務所外で勤務する場合で、勤務時間 

を算定しがたいときは、原則として第７条の時間を勤務したものとみなす。ただし、 

事務局長等があらかじめ別段の指示をしたときはこの限りでない。 

２ 職員が業務により出張する場合は、本会旅費規程の定めるところにより旅費を支

給する。 

 (適用除外) 

第１９条 労働基準法第４１条２号又は第３号に該当する管理監督者等で、所轄の労 

働基準監督署長の許可を得た場合については、本節の規定(深夜勤務手当に関する 

定めを除く。)は、適用しない。 

(就業義務の免除) 

第２０条 職員は、次の各号のいずれかに該当する場合には、あらかじめ会長の承認 

を受けて、その職務に専念する義務の免除を受けることができる。 

（１）職務遂行に関し密接な関連のある国若しくは地方公共団体又は公共的団体の

職務に従事する場合 

（２）職務遂行に関し密接な関連のある国若しくは地方公共団体又は公共的団体の

設置する審議会、委員会、学会、研究会に出席する場合 

（３）職務遂行に必要な資格試験を受験する場合  

（４）職務に関連のある研修会、講演会等に参加し、又はそれ等の講師となる場合 

（５）消防法（昭和２３年法律第１８６号）第２５条に規定する緊急な消火作業を



 

 

行った場合若しくは災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）第２４条及び第

２５条に規定する災害救助作業に従事した場合又は水防法（昭和２４年法律第

１９３号）第１７条に規定する水防作業に従事した場合 

（６）その他、会長が特に必要と認める場合 

２ 職務に専念する義務の免除を受けようとするときは、職務専念義務免除承認申請

書（別記第２号様式）を提出し、承認を受けなければならない。 

３ 前項の規定により、職務に専念する義務の免除を受けることのできる期間は、会

長が必要と認める期間とする。 

 

    第２節 休暇等 

 (休暇の種類) 

第２１条 職員の休暇の種類は、有給休暇及び無給休暇とする。 

２ 有給休暇とは、正規の勤務時間中に給与の支給を受けて勤務しない休暇であっ 

て、その種類は次のとおりとする。 

（１）年次休暇 

（２）病気休暇 

（３）特別休暇 

３ 無給休暇とは、正規の勤務時間中に給与の支給を受けないで勤務しない休暇であ 

って、その種類は次のとおりとする。 

（１）介護休暇 

 (年次休暇) 

第２２条 年次休暇の単位は、１日又は半日とする。ただし、特に必要があると認め 

るときは、１時間を単位とすることができる。 

２ 職員は、その職務に支障のない限り、１年において 20日を限度とし年次休暇を 

取ることができる。ただし、年の途中において採用された職員の、その年の年次休 

暇の日数は、別表第１のとおりとする。 

３ 前項の規定により１年に取ることができる年次休暇のうち、職員がその年に取ら 

なかった日数があるときは、その日数の年次休暇をその翌年に限り繰り越して取る 

ことができる。 

 (病気休暇) 

第２３条 病気休暇は、職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務し 

ないことがやむを得ないと認められる場合における休暇とする。 

２ 前項に定める期間は、医師の診断書等に基づき、療養のため勤務しないことがや 

むを得ないと認められる必要最小限の期間とする。 

 (特別休暇) 

第２４条 職員は、別表第２に掲げる理由の一に該当する場合は、同表及び同表第３ 

に掲げる期間の範囲内において特別休暇を受けることができる。 

 



 

 

 (年次休暇・病気休暇・特別休暇の届け出及び申請) 

第２５条 職員が年次休暇を取ろうとするときは、あらかじめ年次休暇届(別記第３ 

 号様式)を提出するものとする。 

２ 病気休暇又は特別休暇を受けようとするときは、病気・特別休暇承認申請書(別 

記第４号様式)を提出し承認を受けなければならない。ただし、やむを得ない理由 

により、事前に承認を受けることができなかった場合には、始業時間までに電話な

どにより届け出を行い、事後速やかに、その理由を付して承認を受けなければなら

ない。 

 (産前・産後休暇) 

第２６条 ６週間(多胎妊娠の場合は 14週間)以内に出産予定の女性職員が申し出た 

 場合は、出産の日まで産前休暇を与える。 

２ 女性職員が出産した場合は、出産の日の翌日から８週間を経過する日までの期 

間、産後休暇を与える。但し、産後６週間を経過した女性職員が就業を請求する場 

合は、医師が認める業務に転換させる。 

３ 妊娠中の女性職員が申し出た場合は、他の軽易な業務に転換させる。 

４ 妊娠中又は産後１年を経過しない女性職員が申し出た場合は、第１３条第１項に 

よる時間外勤務、第１４条第１項による休日勤務をさせることができない。 

 (生理休暇) 

第２７条 労働基準法第 68条により生理日の就業が著しく困難な女性職員が休暇を 

 申し出た場合には、その者を生理日に就業させてはならない。 

 (育児時間) 

第２８条 労働基準法第 67条により生後１年未満の乳児を育てる女性職員がその乳 

 児の保育のために必要と認められる授乳等を行うための時間を申し出た場合は、休 

 憩時間のほか、１日２回各々３０分の育児時間を与えることができる。 

（育児休業） 

第２８条の２ 職員は１歳に満たない子を養育するため必要があるときは、育児休業 

の適用を受けることができる。 

２ 前項の詳細は、別に定める。 

(介護休業) 

第２９条 職員は家族等の負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障がある 

者の介護をするため、介護休業の適用を受けることができる。 

２ 前項の詳細は、別に定める。 

（高齢者部分休業） 

第２９条の２ 高年齢として、この規則で定める年齢に達した職員は、加齢による諸

事情及び定年後を見据えた地域貢献等、多様な働き方を選択できるようにするた

め、部分休業の適用を受けることができる。 

   

 



 

 

    第３節 配置転換、降任、免職、休職 

 (配置転換) 

第３０業務上必要がある場合は、職員に対して就業場所若しくは従事する職務の 

変更を命ずることができる。 

 (降任・免職) 

第３１職員が次の各号の一に該当する場合には、その意に反してこれを降任し又 

は免職することができる。 

 （１）勤務成績が良くない場合 

 （２）心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又これに堪えない場合 

 （３）職制若しくは予算の減少により廃職又は過員を生じた場合 

 （４）前各号に規定する場合のほか、その職務に必要な適格性を欠く場合 

 (降任・免職の手続き) 

第３２条 会長は、職員を降任し又は免職する場合においては、次の各号に従わなけ

ればならない。 

（１）前条第１号に該当すると認める場合は、勤務成績評定その他に基づき、勤務

成績が良くないことを客観的に認定した結果によらなければならない。 

（２）前条第２号に該当すると認める場合は、医師２人を指定してあらかじめ診断

を行わせた結果によらなければならない。 

(休職) 

第３３条 職員が次の各号の一に該当した場合は、当該職員に休職を命ずるものとす 

る。但し、試用期間中の者には適用しない。 

（１）心身の故障のため、９３日を超える長期療養を要するとき。ただし、結核性

疾病の場合は１２月を超えるときとする。 

（２）自己の都合により休職を願い出て承認されたとき。 

（３）懲戒解雇に該当する事由があると認められる場合であって、本人が就業せし

めることが職場秩序上、不適当なとき。（懲戒手続き終了までの期間。） 

（４）刑事事件に関して起訴されたとき。 

（５）その他、本会が休職を必要と認めるとき。 

 (休職の期間) 

第３５条 前条第１号の規定に該当する場合における休職の期間は、３年を超えない 

範囲内において、休養を要する程度に応じ会長が定める。ただし、その期間が３年 

に満たない場合には、その休職を発令した日から引き続き３年を超えない限度にお 

いて、これを更新することができる。 

 (休職者の身分・給与) 

第３５条 休職者は、職員として身分を保有するが、職務に従事しない。 

２ 休職者は、休職期間中の給与に関して別段の定めをしない限り、いかなる給与も

支給されない。 

 



 

 

 (復職) 

第３６条 休職の事由が消滅したときは、原則として旧職務に復帰させることとる。 

ただし、やむを得ない事情のある場合には、旧職務と異なる職務に配置すること 

がある。 

 (休職の手続き) 

第３７条 第３３条の第１号規定により職員を休職にする場合においては、第３２条

の第２号規定を準用する。 

 

   第４章 服務規律 

 

    第１節 服務心得 

 (服務の基本原則) 

第３８条 職員は、この規則に定めるもののほか、業務上の指揮命令に従い、自己の 

業務に専念し、業務能率の向上に努めるとともに、互いに協力して職場の秩序を維 

持しなければならない。 

 (服務心得) 

第３９条 職員は、次の各号に留意して、服務に従事しなければならない。 

（１）常に健康に留意し、積極的な態度をもって勤務すること。 

（２）自己の業務上の権限を超えて専断的なことを行わないこと。 

（３）本会の信用を傷つけ、又本会及び本会の職員の不名誉となるような行為をし

ないこと。 

（４）本会の業務及び職務に関し、職務上知り得た秘密を他に漏らさないこと。 

（５）本会において、使用する建物及び物品の保全と効率的活用を図ること。 

（６）許可なく職務以外の目的で本会の設備、車両、機械、器具及びその他の物品

を使用しないこと。 

（７）職務に関し、不当な金品の借用又は贈与の利益を受けないこと。 

（８）職員は、常に人格と知識を高め技能を錬磨するよう努めなければならない。 

（９）酒気を帯びて勤務しないこと。 

（10）職場の整理整頓に努め、常に清潔に保つようにすること。 

（11）許可なく事業所内又は訪問先等において、業務に関係のない集会、文書の掲

示・配布などの行為をしないこと。 

（12）職員は、法人の職務を自覚し、外来者及び訪問先に対し、親切・丁寧である

こと。 

（13）服装・化粧・頭髪等は清潔であって、他人に不快感や違和感を与えるような

ものでないこと。 

（14）不正義な行為により法人の体面を傷つけたり、不名誉な行為はしないこと。

（15）兼職は禁止する。但し、やむを得ない場合は会長の許可を受けるものとする。 

（16）前各号のほか、これに準ずるような職員としてふさわしくないような行為を



 

 

しないこと。 

 

 (勤務の厳守) 

第４０条 職員は、勤務時間中みだりに勤務場所を離れてはいけない。 

２ 職員は、勤務時間中執務のため一時的に席を離れるとき又は外出するときは、上 

司に行き先、用件、所要時間を告げ、自己の所在を明らかにしておかなければなら 

ない。 

 (身分証明書) 

第４１条 職員は、常に身分証明書(別記第６号様式)を所持し、職員であることを示 

す必要があるときは、いつでも提示しなければならない。 

 (事務引継) 

第４２条 職員は、退職、休職、異動等によりその職を離れる場合は、担当事務を後 

任者又は事務局長の指定する職員に引き継がなければならない。 

 

    第２節 出退勤 

 (出退勤等) 

第４３条 職員は、出勤及び退勤の場合は、次の事項を守らなければならない。 

（１）始業時刻と同時に執務を開始できるように出勤すること。 

（２）出退勤の際は、本人自ら所定の方法により出退勤の事実を明示すること。 

（３）退勤は、備品、書類等を整理格納した後に行うこと。 

２ 職員は、執務に当たっては粗暴、軽率又は不真面目な言葉を慎み、服装、態度等 

に甚だしく礼を失することのないよう注意し、応接は努めて親切丁寧に行わなけれ

ばならない。 

３ 次の各号の一に該当する職員に対しては、出勤を禁じ、又は退勤を命ずることが

できる。 

（１）風紀秩序を乱し、又は衛生上有害と認められた者 

（２）火気、凶器その他業務に必要でない危険物を携帯する者 

（３）業務を妨害し、若しくは本会の秩序を乱し、又はその恐れのある者 

（４）その他会長が必要ありと認めた者 

 (持込持出) 

第４４条 職員は、出勤及び退勤の場合において日常携帯品以外の品物を持込み又は 

持ち出そうとするときは、事務局長等の許可を受けなければならない。 

 (外出・早退) 

第４５条 職員は、やむを得ない私用により外出又は早退しようとするときは、あら 

かじめ事務局長等の許可を受けなければならない。 

 (面会) 

第４６条 職員は、勤務時間中に私用外来者と面会をしてはならない。ただし、事務 

局長等の許可を受けたときはこの限りでない。 



 

 

 

   第５章 安全及び衛生 

 (遵守義務) 

第４７条 本会及び職員は、職場における安全及び衛生の確保に関する法令等で定め 

られた事項を遵守し、相互に協力して災害の未然防止に努めるものとする。 

 (災害防止) 

第４８条 職員は、災害を発見し、又はその危険があることを知ったときは臨機の処 

置をとり、被害を最小限にとどめるよう努めなければならない。 

 (健康診断) 

第４９条 職員に対しては、採用時及び毎年１回、健康診断を実施する。 

２ 前項に定める場合のほか、法令の定めるところに従い必要な健康診断を実施す

る。 

３ 健康診断の結果、特に必要があると認められる職員に対し、就業制限、勤務場所

の変更その他保健衛生上必要な措置をとることができる。 

 

   第６章 給与 

 (給与) 

第５０条 職員の給与は、別に定める給与等支給規程により支給する。 

 

   第７章 表彰・懲戒 

 (表彰) 

第５１条 職員が次の各号の一に該当する場合は、審査の上表彰することができる。 

（１）品行方正、技術優秀、業務熱心で他の者の模範と認められる場合 

（２）業務上有益な発明、改良又は工夫及び考案のあった場合 

（３）災害を未然に防止し、又は災害の際、特に功労のあった場合 

（４）永年にわたり良好な成績で勤務した場合 

（５）前各号に準ずる程度に善行又は功労があると認められる場合 

（６）その他特に会長が表彰することが適当と認めた場合 

 (懲戒) 

第５３条 職員が次の各号の一に該当する場合は、当該職員に対し懲戒をすることが

できる。 

（１）本会の信用を著しく失わせる行為をしたとき。 

（２）本会の文書を偽造、又は変造したとき。 

（３）正当な理由なく、本会の業務上の命令に従わないとき。 

（４）本会の職員としてふさわしくない行為があったとき。 

（５）業務上知り得た秘密を漏らしたとき。 

（６）職場内の秩序風紀を乱したとき。 

（７）重要な履歴を偽り、又は不正な手段によって職員に採用されたとき。 



 

 

（８）刑事上の罪を犯し、禁固以上の刑が確定したとき。 

（９）その他本会の諸規定に違反し、又は前各号に準ずる不都合な行為があったと

き。 

２ 前項の懲戒は、その旨を記載した書面を当該職員に交付して行わなければならな

い。 

  (懲戒の種類、程度) 

第５３条 懲戒は、その理由の程度及び情状により次の各号に掲げる区分に従い、当 

該各号に掲げるところにより行う。 

（１）戒  告 始末書を提出させ、将来を戒めるものとする。 

（２）減  給 １日以上６月以下の期間、その発令日における給料月額の 10 分

の１以下に相当する額を給料から減ずるものとする。この場合に

おいて、その減ずる額が現に受ける給料の１０分の１に相当する

額を超えるときは、当該額を給料から減ずるものとする。 

（３）停  職 ６月以内の期間を定めて、本会の業務に従事させず、その期間中 

        は給与を支給しない。 

（４）懲戒解雇 予告期間を設けることなく即時解雇する。この場合において所轄 

労働基準監督署長の認定を受けたときは、予告手当(平均賃金の 30 

日分)を支給しない。 

 

   第８章 停年・退職・解雇 

    第１節 定年 

 (定年) 

第５４条 職員の定年は、年齢６５年とする。 

２ 職員は、定年に達したときは、定年に達した日以後における最初の３月３１日 

（以下「定年退職日」という。）に退職する。 

 第５４条の次に次の１条を加える。 

 （定年による退職の特例） 

第５４条の２ 会長は、定年に達した職員が第５４条第２項の規定により退職すべき

こととなる場合において、次に掲げる事由があると認めるときは、同項の規定にか

かわらず、当該職員に係る定年退職の翌日から起算して１年を超えない範囲内で期

限を定め、当該職員を当該定年退職日において従事している職務に従事させるた

め、引き続き勤務させることができる。 

ただし、第５４条の６第１項から第４項までの規定により異動期間（同条第１項

に規定する異動期間をいう。以下この項及び次項において同じ。）（同条第１項又

は第２項の規定により延長された異動期間を含む。）を延長した職員であって、定

年退職日において管理監督職（第５４条の３に規定する職をいう。以下この条及び

次節において同じ。）を占めている職員については、第５４条の６第１項又は第２

項の規定により当該異動期間を延長した場合であって、引き続き勤務させるとき



 

 

の、当該期限は、当該職員が占めている管理監督職に係る異動期間の末日の翌日か

ら起算して３年を超えることができない。 

（１）当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものであるため、当該職 

員の退職による生ずる欠員を容易に補充することができず公務の運営に著し

い支障が生ずること。 

（２）当該職務に関する勤務環境その他勤務条件に特殊性があるため、当該職員に

よる欠員を容易に補充することができず公務の運営に著しい支障が生ずるこ

と。 

（３）当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害となる特別な事

情があるため、当該職員の退職により公務の運営に著しい支障が生ずること。 

２ 会長は、前項の期限又はこの項の規定により延長された期限が到来する場合に 

おいて、前項各号に掲げる事由が引続きあると認めるときは、これらの期限の翌 

日から起算して１年を超えない範囲内で延長することができる。 

 ただし、当該期限は、当該職員に係る定年退職日(前項ただし書に規定する職員 

にあっては、当該職員が占める管理監督職に係る異動期間の末日）の翌日から起 

算をして３年を超えることができない。 

３ 会長は、第１項の規定により職員を引き続き勤務させる場合又は前項の規定によ

り期限を延長する場合には、当該職員の同意を得なければならない。 

４ 会長は、第１項の規定により引き続き勤務することとされた職員及び第２項の規

定により期限が延長された職員について、第１項の期限又は第２項の規定により延

長された期限は到来する前に第１項各号に掲げる事由がなくなったと認めるとき

は、当該職員の同意を得て、期日を定めて当該期限を繰り上げるものとする。 

５ 前各項の規定を実施するために必要な手続きは、本巣市職員の定年等に関する規

則（平成１６年本巣市規則第２０号）の例によるものとする。 

 

本則に次の２節を加える。 

第２節 管理監督職勤務上限年齢制 

（管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監督職） 

第５４条の３ 管理監督職勤務上限年齢の対象となる管理監督職は、社会福祉法人本

巣市社会福祉協議会職員給与等支給規程（平成１６年本社協規程第１１号。）第１

２条に規定する職とする。 

（管理監督職勤務上限年齢） 

第５４条の４ 管理監督職勤務上限年齢は、年齢６０年とする。 

（他の職への降任等を行うに当たって遵守すべき基準） 

第５４条の５ 会長は、他の職への降任等（以下この節において「他の職への降任等」

という。）を行うに当たっては、平等扱いの原則並びに不利益扱いの禁止及び任用

基準、人事評価基準、分限及び懲戒の基準に基づくほか、次に掲げる基準を遵守し

なければならない。 



 

 

（１）当該職員の人事評価の結果又は勤務の状況及び職務経験等に基づき、降任又 

は転任（降給を伴う転任に限る。）（以下この条及び第５４条の７において 

「降任等」という。）をしようとする職の属する職制上の段階の標準的な職 

に係る標準職務遂行能力（次条第３項において「標準職務遂行能力」という。） 

及び当該降任等をしようとする職についての適性を有すると認められる職

に、降任等をすること。 

（２）人事の計画その他の事情を考慮した上で、管理監督職以外の職又は管理監督

職勤務上限年齢が当該職員の年齢を超える管理監督職のうちできる限り上位

の職制上の段階に属する職に、降任等をすること。 

（３）当該職員の他の職への降任等をする際に、当該職員が占めていた管理監督職

が属する職制上の段階より上位の職制上の段階に属する管理監督職を占める

職員（以下この号において「上位職職員」という。）の他の職への降任等もす

る場合には、第１号に掲げる基準に従った上での状況その他の事情を考慮して

やむを得ないと認められる場合を除き、上位職職員の降任等をした職が属する

職制上の段階と同じ職制上の段階又は当該職制上の段階より下位の職制上の

段階に属する職に、降任等をすること。 

（管理監督職勤務上限年齢による降任等及び管理監督職への任用の制限の特例） 

第５４条の６ 会長は、他の職への降任等をすべき管理監督職を占める職員につい

て、次に掲げる事由があると認めるときは、当該職員が占める管理監督職に係る異

動期間（当該管理監督職に係る管理監督職勤務上限年齢に達した日の翌日から同日

以後における最初の４月１日までの間をいう。以下この節において同じ。）の末日

の翌日から起算して１年を超えない期間内（当該期間内に定年退職日がある職員に

あっては、当該異動期間の末日の翌日から定年退職日までの期間内。第３項におい

て同じ。）で当該異動期間を延長し、引き続き当該管理監督職を占める職員に、当

該管理監督職を占めたまま勤務をさせることができる。 

（１）当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものであるため、当該職

員の他の職への降任等により生ずる欠員を容易に補充することができず公務

の運営に著しい支障が生ずること。 

（２）当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるため、当該職員の

他の職への降任等による欠員を容易に補充することができず公務の運営に著

しい支障が生ずること。 

（３）当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害となる特別の事

情があるため、当該職員の他の職への降任等により公務の運営に著しい支障

が生ずること。 

２ 会長は、前項又はこの項の規定により異動期間（これらの規定により延長された

期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員について、前項各号に掲げる

事由が引き続きあると認めるときは、延長された当該異動期間の末日の翌日から起

算して１年を超えない期間内（当該期間内に定年退職日がある職員にあっては、延



 

 

長された当該異動期間の末日の翌日から定年退職日までの期間内。第４項において

同じ。）で延長された当該異動期間を更に延長することができる。ただし、更に延

長される当該異動期間の末日は、当該職員が占める管理監督職に係る異動期間の末

日の翌日から起算して３年を超えることができない。 

３ 会長は、第１項の規定により異動期間を延長することができる場合を除き、他の

職への降任等をすべき特定管理監督職群（職務の内容が相互に類似する複数の管理

監督職であって、これらの欠員を容易に補充することができない年齢別構成その他

の特別の事情がある管理監督職をいう。以下この項において同じ。）に属する管理

監督職を占める職員について、当該特定管理監督職群に属する管理監督職の属する

職制上の段階の標準的な職に係る標準職務遂行能力及び当該管理監督職について

の適性を有すると認められる職員（当該管理監督職に係る管理監督職勤務上限年齢

に達した職員を除く。）の数が当該管理監督職の数に満たない等の事情があるため、

当該職員の他の職への降任等により当該管理監督職に生ずる欠員を容易に補充す

ることができず業務の遂行に重大な障害が生ずると認めるときは、当該職員が占め

る管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して１年を超えない期間内で

当該異動期間を延長し、引き続き当該管理監督職を占めている職員に当該管理監督

職を占めたまま勤務をさせ、又は当該職員を当該管理監督職が属する特定管理監督

職群の他の管理監督職に降任し、若しくは転任することができる。 

４ 会長は、第１項若しくは第２項の規定により異動期間（これらの規定により延長

された期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員について前項に規定す

る事由があると認めるとき（第２項の規定により延長された当該異動期間を更に延

長することができるときを除く。）、又は前項若しくはこの項の規定により異動期

間（前３項又はこの項の規定により延長された期間を含む。）が延長された管理監

督職を占める職員について前項に規定する事由が引き続きあると認めるときは、延

長された当該異動期間の末日の翌日から起算して１年を超えない期間内で延長さ

れた当該異動期間を更に延長することができる。 

（異動期間の延長等に係る職員の同意） 

第５４条の７ 会長は、前条各項の規定により異動期間を延長する場合及び同条第３

項の規定により他の管理監督職に降任等をする場合には、あらかじめ職員の同意を

得なければならない。 

（異動期間の延長事由が消滅した場合の措置） 

第５４条の８ 会長は、第５４条の６規定により異動期間を延長した場合において、

当該異動期間の末日の到来前に当該異動期間の延長の事由が消滅したときは、他の

職への降任等をするものとする。 

 

第３節 定年前再雇用短時間勤務制 

（定年前再雇用短時間勤務職員の任用） 

第５４条の９ 会長は、年齢６０年に達した日以後に退職（臨時的に任用される職員



 

 

その他の法律により任期を定めて雇用される職員及び非常勤職員が退職する場合

を除く。）をした者（以下この条において「年齢６０年以上退職者」という。）を、

従前の勤務実績及びその他の規則で定める情報に基づく選考により、短時間勤務の

職（当該職を占める職員の１週間当たりの通常の勤務時間が、常時勤務を要する職

でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占める職員の１週間当たりの通常

の勤務時間に比し短い時間である職をいう。以下この条において同じ。）に採用す

ることができる。ただし、年齢６０年以上退職者がその者を採用しようとする短時

間勤務の職に係る定年退職日相当日（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を

要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場

合における定年退職日をいう。）を経過した者であるときは、この限りでない。 

(退職) 

第５５条 職員が次の各号の一に該当するに至ったときは、その日を退職の日とし、 

職員としての地位を失う。 

（１）死亡したとき。 

（２）期間を定めて雇用した者の雇用期間が満了したとき。 

（３）本人の都合により退職願を届け出て所定の手続きを完了したとき。 

（４）定年に達したとき 

（５）休職期間が満了し、復職できないとき 

（６）解雇又は懲戒解雇のとき 

 

 (退職手続) 

第５６条 前条第３号による本人の都合により退職しようとするときは、少なくとも 

退職しようとする日の６２日前までに会長に退職願を提出しなければならない。 

（ただし、急に退職しなければならない特別な理由がある場合などを除く。） 

２ 退職願を提出した者は、会長の承認があるまでは従前の業務に服さなければなら

ない。 

３ 退職願を提出した者は、退職までの間に必要な業務の引き継ぎを完了しなければ

ならない。 

 (解雇) 

第５７条 次の各号の一に該当する場合は、該当職員を解雇することがある。 

（１）職員が身体又は精神の障害により、業務に耐えられないと認められる場合 

（２）職員の就業状況が著しく不良で、就業に適さないと認められる場合 

（３）休職期間が満了した時点で、なお休職事由が継続し、復職できない場合(休

職期間を更新された場合を除く。) 

（４）事業の縮小その他本会の都合によりやむを得ない事由がある場合 

 (解雇の手続き) 

第５８条 職員を解雇する場合においては、次の各号に従わなければならない。 

（１）前条第１号及び第３号の規定により職員を解雇する場合においては、第３２



 

 

条第２号の規定を準用する。 

（２）前条第２号の規定により職員を解雇する場合においては、第３２条第１号の

規定を準用する。 

 (解雇の予告) 

第５９条 第５７条の規定により職員を解雇する場合は、次の各号の一に該当する者 

を除き３０日前までに本人に予告し、又は労働基準法に規定する平均賃金の３０日 

分に相当する予告手当を支給して行う。ただし、所轄労働基準監督署長の認定を受 

けたときは、予告手当を支給しない。予告の日数は、平均賃金を支払った日数だけ 

短縮することがある。 

（１）日々雇用する者(引き続き１月を超えて使用した者を除く。) 

（２）月以内の期間を定めて雇用した者 

（３）試用期間中の者(採用後 14日を超えた者を除く。) 

 (解雇の制限) 

第６０条 職員が業務上の傷病により療養のため休養する期間及びその後３０日間、 

並びに産前産後の女性職員が休暇する期間及びその後３０日間は解雇しない。ただ

し、業務上傷病の場合において、療養開始後３年を経過しても傷病が治らないで打

ち切り補償を支払った場合(法律上打ち切り補償を支払ったとみなされる場合を含

む。)は、この限りでない。 

 (精算) 

第６１条 職員は、退職しようとするとき(懲戒解雇又は解雇されたときを含む。以

下 

同じ。)は、請求を受けた後速やかに本会から支給された物品を返還し、その他本 

会に対する債務を精算しなければならない。 

２ 本会は、職員が退職したときは、権利者の請求があってから７日以内にその者の 

権利に属する金品を返還しなければならない。ただし、退職手当については給与等 

支給規程の定めるところによる。 

 

   第９章 雑則 

 

 (研修) 

第６２条 会長は必要があると認めるときは、知識の向上又は技術を高めるため、職 

員に研修をさせることができる。 

２ 職員は、正当な理由がなく、前項の研修を拒んではならない。 

 (災害補償) 

第６３条 職員が、業務災害又は通勤災害を被ったときは、労働基準法、労働者災害 

補償保険法等の定めるところにより、その療養等に必要な給付等を受けることがで 

きる。 

２ 職員が業務外の傷病に罹ったときは、健康保険法により給付を受けるものとす



 

 

る。 

 (災害予防) 

第６４条 職員は、消防器具、救急品の備え付け場所並びにその使用方法を知得して 

おかなければならない。 

 (損害賠償) 

第６５条 職員が故意又は過失によって本会に損害を与えたときは、その全部又は一 

部の賠償を求めることができる。ただし、これによって第５２条に規定する懲戒を 

免れるものではない。 

 (委任) 

第６６条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は会長が別に定める。 

 

 

   附 則  この規則は、平成１６年 ４ 月 １ 日より施行する。 

   附 則  この規則は、公布の日から施行し、平成１７年４月１日から適用す 

る。 

附 則  この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則  この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則  この規則は、平成２３年１月１日から施行する。 

附 則  この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則  この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則  この規則は、平成２５年７月１日から施行する。 

附 則  この規則は、平成２８年１月１日から施行する。 

附 則 （２０２０年規則第１号）この規則は、公布の日から施行する。 

附 則 

  （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行し、２０２１年４月１日から適用する。 

（定年に関する経過措置） 

２ ２０２３年４月１日から２０３１年３月３１日までの間における第５４条第１

項の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、同項中「６

５年」とあるのは、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

２０２３年４月１日から２０２５年３月３１日まで ６１年 

２０２５年４月１日から２０２７年３月３１日まで ６２年 

２０２７年４月１日から２０２９年３月３１日まで ６３年 

２０２９年４月１日から２０３１年３月３１日まで ６４年 

（情報の提供及び勤務の意思の確認） 

３ 会長は、当分の間、職員（臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定

めて雇用される職員、非常勤職員を除く。以下この項において同じ。）が年齢６０



 

 

年に達する日の属する年度の前年度（以下この項において「情報の提供及び勤務の

意思の確認を行うべき年度」という。）（情報の提供及び勤務の意思の確認を行う

べき年度に職員でなかった者で、当該情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき

年度の末日後に採用された職員（異動等により情報の提供及び勤務の意思の確認を

行うべき年度の末日を経過することとなった職員（以下この項において「末日経過

職員」という。）を除く。）にあっては、当該職員が採用された日から同日の属す

る年度の末日までの期間、末日経過職員にあっては、当該職員の異動等の日が属す

る年度（当該日が年度の初日である場合は、当該年度の前年度））において、当該

職員に対し、当該職員が年齢６０年に達する日以後に適用される任用及び給与に関

する措置の内容その他の必要な情報を提供するものとするとともに、同日の翌日以

後における勤務の意思を確認するよう努めるものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この規則は、２０２３年４月１日から施行する。ただし、附則第９条の規定

は、公布の日から施行する。 

（勤務延長に関する経過措置） 

第２条 会長は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）前にこの規則によ

る改正前の社会福祉法人本巣市社会福祉協議会就業規則（以下「旧規則」という。）

第５４条第１項又は第２項の規定により勤務することとされ、かつ、旧規則勤務延

長期限（同条第１項の期限又は同条第２項の規定により延長された期限をいう。以

下この項において同じ。）が施行日以後に到来する職員（以下この項において「旧

規則勤務延長職員」という。）について、旧規則勤務延長期限又はこの項の規定に

より延長された期限が到来する場合において、この規則による改正後の社会福祉法

人本巣市社会福祉協議会就業規則（以下「新規則」という。）第５４条の２第１項

各号に掲げる事由があると認めるときは、これらの期限の翌日から起算して１年を

超えない範囲内で期限を延長することができる。ただし、当該期限は、当該旧規則

勤務延長職員に係る旧規則第５４条第１項に規定する定年退職日の翌日から起算

して３年を超えることができない。 

２ 会長は、基準日（施行日、２０２５年４月１日、２０２７年４月１日、２０２９

年４月１日及び２０３１年４月１日をいう。以下この項において同じ。）から基準

日の翌年の３月３１日までの間、基準日における新規則定年（新規則第５４条第１

項に規定する定年をいう。以下同じ。）が基準日の前日における新規則定年（基準

日が施行日である場合には、施行日の前日における旧規則第５４条第１項に規定す

る定年）を超える職（基準日における新規則定年が新規則第５４条第１項に規定す

る定年である職に限る。）及びこれに相当する基準日以後に設置された職に、基準

日から基準日の翌年の３月３１日までの間に新規則第５４条の２第１項若しくは

第２項の規定、旧規則第５４条第１項又は前項の規定により勤務している職員のう



 

 

ち、基準日の前日において同日における当該職に係る新規則定年（基準日が施行日

である場合には、施行日の前日における旧条例第５４条第１項に規定する定年）に

達している職員（当該規則で定める職にあっては、規則で定める職員）を、昇任し、

降任し、又は転任することができない。 

３ 新規則第５４条の２第３項から第５項までの規定は、第１項の規定による勤務に

ついて準用する。 

（定年退職者等の再雇用に関する経過措置） 

第３条 会長は、次に掲げる者のうち、年齢６５年に達する日以後における最初の３

月３１日（以下この条から附則第４条までにおいて「特定年齢到達年度の末日」と

いう。）までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する

職に係る旧規則定年（旧規則第５４条第１項に規定する定年をいう。以下同じ。）

（施行日以後に新たに設置された職及び施行日以後に組織の変更等により名称が

変更された職にあっては、当該職が施行日の前日に設置されていたものとした場合

における旧規則定年に準じた当該職に係る年齢。）に達している者を、従前の勤務

実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期

を定め、当該常時勤務を要する職に採用することができる。 

（１）施行日前に旧規則第５４条第１項の規定により退職した者 

（２）旧規則第５４条第１項及び前条第１項の規定により勤務した後退職した者 

（３）２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前２号に掲げる者を除く。）で

あって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にある

者 

（４）２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前３号に掲げる者を除く。）で

あって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に、旧

規則再雇用（旧規則第５４条第１項の規定により採用することをいう。）又

は暫定再任用（この項若しくは次項、規定により採用することをいう。次項

第５号において同じ。）をされたことがある者 

２ ２０３２年３月３１日までの間、会長は、次に掲げる者のうち、特定年齢到達年

度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する

職に係る新規則定年に達している者を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報

に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する

職に採用することができる。 

（１）施行日以後に新規則第５４条第１項の規定により退職した者 

（２）施行日以後に新規則第５４条の２第１項又は第２項の規定により勤務した後

退職した者 

（３）施行日以後に新規則第５４条の９の規定により採用された者のうち、任期が

満了したことにより退職した者 

（４）２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。）

であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にあ



 

 

る者 

（５）２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。）

であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に、

暫定雇用をされたことがある者 

３ 前２項の任期又はこの項の規定により更新された任期は、１年を超えない範囲内

で更新することができる。ただし、当該任期の末日は、前２項の規定により採用す

る者又はこの項の規定により任期を更新する者の特定年齢到達年度の末日以前で

なければならない。 

４ 暫定再雇用職員（第１項若しくは第２項、又は附則第４条第１項若しくは第２項

の規定により採用された職員をいう。以下この項及び次項において同じ。）の前項

の規定による任期の更新は、当該暫定再雇用職員の当該更新直前の任期における勤

務実績が、当該暫定再任用職員の能力評価及び業績評価の全体評語その他勤務の状

況を示す事実に基づき良好である場合に行うことができる。 

５ 会長は、暫定雇用職員の任期を更新する場合には、あらかじめ当該暫定再雇用職

員の同意を得なければならない。 

第４条 会長は、附則第３条第１項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日

までの間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職（新規則第

５４条の９に規定する短時間勤務の職をいう。以下同じ。）に係る旧規則定年相当

年齢（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該短時

間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における旧規則定年（施行日以

後に新たに設置された短時間勤務の職及び施行日以後に組織の変更等により名称

が変更された短時間勤務の職にあっては、当該職が施行日の前日に設置されていた

ものとした場合において、当該職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務

が当該職と同種の職を占めているものとしたときにおける旧規則定年に準じた当

該職に係る年齢）をいう。次条第１項において同じ。）に達している者を、従前の

勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で

任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

２ ２０３２年３月３１日までの間、会長は、附則第３条第２項各号に掲げる者のう

ち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとす

る短時間勤務の職に係る新規則定年相当年齢（短時間勤務の職を占める職員が、常

時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているもの

とした場合における新規則定年をいう。附則第８条において同じ。）に達している

者（新規則第５４条の９の規定により当該短時間勤務の職に採用することができる

者を除く。）を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、

１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができ

る。 

３ 前２項の場合においては、附則第３条第３項から第５項までの規定を準用する。 

（昇任・降任・転任によって常勤職員にできない暫定再雇用職員の職及び年齢） 



 

 

第５条 常勤職員として雇用できない暫定再雇用職員の職は、次に掲げる職とする 

（１）施行日以後に新たに設置された職 

（２）施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職 

２ 常勤職員として雇用できない暫定再雇用職員の年齢は、前項に規定する職が施行

日の前日に設置されていたものとした場合における旧規則第５４条第１項に規定

する定年に準じた当該職に係る年齢とする。 

（暫定再雇用短時間勤務職員として採用ができる職及び年齢） 

第６条 暫定再雇用短時間勤務職員として雇用できる職は、次に掲げる職とする。 

（１）施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職 

（２）施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職 

２ 暫定再雇用短時間勤務職員として雇用できる年齢は、前項に規定する職が施行日

の前日に設置されていたものとした場合において、当該職を占める職員が、常時勤

務を要する職でその職務が前項に規定する職と同種の職を占めているものとした

ときにおける旧規則定年に準じた前項に規定する職に係る年齢とする。 

（定年引上げ基準日における暫定再雇用） 

第７条 定年引上げ基準日（２０２５年４月１日、２０２７年４月１日、２０２９年

４月１日及び２０３１年４月１日をいう。以下この条において同じ。）における暫

定再雇用の職は、次に掲げる職のうち、当該職が基準日（附則第３条及び第４条の

規定が適用される間における各年の４月１日（施行日を除く。）をいう。以下この

条において同じ。）の前日に設置されていたものとした場合において、基準日にお

ける新規則定年が基準日の前日における新規則定年を超える職とする。 

（１）基準日以後に新たに設置された職（短時間勤務の職を含む。） 

（２）基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職（短時間勤務の職を含

む。） 

２ 定年引上げ基準日における暫定再雇用の者は、前項に規定する職が基準日の前日

に設置されていたものとした場合において、同日における当該職に係る新規則定年

に達している者とする。 

３ 定年引上げ基準日における暫定再雇用の職員は、第１項に規定する職が基準日の

前日に設置されていたものとした場合において、同日における当該職に係る新規則

定年に達している職員とする。 

（定年前再雇用短時間勤務職員に関する経過措置） 

第８条 会長は、基準日（２０２５年４月１日、２０２７年４月１日、２０２９年４

月１日及び２０３１年４月１日をいう。以下この条において同じ。）から基準日の

翌年の３月３１日までの間、基準日における新規則定年相当年齢が基準日の前日に

おける新規則定年相当年齢を超える短時間勤務の職（基準日における新規則定年相

当年齢が新規則第５４条第１項に規定する定年である短時間勤務の職に限る。）及

びこれに相当する基準日以後に設置された短時間勤務の職（以下この条において

「新規則原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職」という。）に、基準日の前日まで



 

 

に新規則第５４条の９に規定する年齢６０年以上退職者となった者（基準日前から

新規則第５４条の２第１項又は第２項の規定により勤務した後基準日以後に退職

をした者を含む。）のうち基準日の前日において同日における当該新規則原則定年

相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新規則定年相当年齢に達している者を、新規則

第５４条の９の規定により採用することができず、新規則原則定年相当年齢引上げ

短時間勤務職に、新規則第５４条の９の規定により採用された職員（以下この条に

おいて「定年前再雇用短時間勤務職員」という。）のうち基準日の前日において同

日における当該新規則原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新規則定年相

当年齢に達している定年前再雇用短時間勤務職員を、昇任し、降任し、又は転任す

ることができない。 

（旧規則第５４条第１項に規定する年齢） 

第９条 旧規則第５４条第１項に規定する年齢は、年齢６０年とする。 

 

附 則  この規則は、２０２４年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別記第１号様式(第５条関係) 

 

誓    約    書 

 

 

  私は、当会の規程を誠実に遵守し、社会福祉協議会の目的及び任務を深く自覚し、全体の奉

仕者として、誠実かつ公正に社会福祉業務の遂行に当たることを固く誓います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                社会福祉法人本巣市社会福祉協議会 

 

 

                氏  名                            ㊞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別記第２号様式（第２０条関係） 

 

職務専念義務免除承認申請書 

年   月   日 

  社会福祉法人 

 本巣市社会福祉協議会 

 会長 様 

 

職 名 

  

 氏 名 

 

                  

 

  下記のとおり職務に専念する義務の免除を申請します。 

 

  理       由 

 

 

 

 

 

 

 

  免 除 の 期 間 

 

 

        

 

      年   月   日   時   分から 

 

 

 

            年   月   日   時   分まで 

 

 

                     日    時間 

 

 

   備       考 

 



 

 

３号様式　（第２５条関係）

社会福祉法人本巣市社会福祉協議会長　　様

下記のとおり、年次休暇を届出します。

所属

氏名

会長 局長 所属長 届出者㊞

月 日 （　　　　） 時 分 から

月 日 （　　　　） 時 分 まで

月 日 （　　　　） 時 分 から

月 日 （　　　　） 時 分 まで

月 日 （　　　　） 時 分 から

月 日 （　　　　） 時 分 まで

月 日 （　　　　） 時 分 から

月 日 （　　　　） 時 分 まで

月 日 （　　　　） 時 分 から

月 日 （　　　　） 時 分 まで

月 日 （　　　　） 時 分 から

月 日 （　　　　） 時 分 まで

月 日 （　　　　） 時 分 から

月 日 （　　　　） 時 分 まで

月 日 （　　　　） 時 分 から

月 日 （　　　　） 時 分 まで

月 日 （　　　　） 時 分 から

月 日 （　　　　） 時 分 まで

月 日 （　　　　） 時 分 から

月 日 （　　　　） 時 分 まで

時間

専決 時間

年次有給期間

専決 時間

専決 時間

専決 時間

専決 時間

時間

専決 時間

※年次休暇とタイムカードに相違がないことを確認し、翌月に総務係へ提出のこと

平成　　　　年　　　　月分

専決 時間

専決 時間

専決 時間

専決

年　次　有　給　休　暇　届

合　　　計

【決　裁】

 



 

 

別記第４号様式(第２５条関係) 

 

 

病 気 ・ 特 別 休 暇 承 認 申 請 書 

 

  年   月   日 

社会福祉法人 

本巣市社会福祉協議会会

長様 

 

 職 名 

  

 氏  名 

 

              

 

 

 下記のとおり病気・特別休暇を申請します。 

 

 理        由 

 

  

 

 

 

 

 休 暇 の 期 間            

 

 

      年  月  日（ ）   時  分から 

 

        年  月  日（ ）   時  分まで 

 

           日間    

 

 

 備 考            

 

注 ： この様式は、使途に従い不用文字を抹消して使用すること。 

 



 

 

別記第６号様式(第４１条関係) 

 

表 

 

身  分  証  明  書 

                                                                 NO, 

                  住  所 

                氏  名 

                 生年月日       年   月   日 生 

                 上記の者は、本巣市社会福祉協議会の職員であることを証明する。 

  

  写  真 

  

                 年  月  日発行 

         岐阜県本巣市下真桑１１９９番地１ 

                 社会福祉法人 

                        本巣市社会福祉協議会長 

 

 

 

裏 

 

 

    １ この証は他人に貸与してはならない。 

 

  ２ 紛失したときは直ちに届け出ること。 

 

  ３ 退職したときは直ちに返還すること。 

 

 

 

 

 



 

 

別表第１(第２２条関係) 

 

職 員 年 次 休 暇 日 数 表 

 

在職期間 日数 

１月に達するまでの期間 ２日 

１月を超え２月に達するまでの期間 ３日 

２月を超え３月に達するまでの期間 ５日 

３月を超え４月に達するまでの期間 ７日 

４月を超え５月に達するまでの期間 ８日 

５月を超え６月に達するまでの期間 １０日 

６月を超え７月に達するまでの期間 １２日 

７月を超え８月に達するまでの期間 １３日 

８月を超え９月に達するまでの期間 １５日 

９月を超え１０月に達するまでの期間 １７日 

１０月を超え１１月に達するまでの期間 １８日 

１１月を超え１年未満の期間 ２０日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表第２(第２４条関係) 

 

特 別 休 暇 及 び そ の 日 数 等 限 度 表 

         

    理 由                          承 認 の 期 間              

 １ 風水害、地震、火災その他非常災害による交通不能  その都度必要と認める期間 

 ２ 風水害、地震、火災その他天災地変による職員の現住居の滅失

又は破壊 

 ７日の範囲内の期間 

 ３ 交通機関の事故等の不可抗力の原因による交通不能  その都度必要と認める期間 

 ４ 証人、鑑定人、参考人として国会、裁判所、地方公共団体の議

会その他官公署への出頭  

 その都度必要と認める期間 

 ５ 選挙権その他公民としての権利を行使  その都度必要と認める期間 

 ６ 職員の分娩   労働基準法(昭和22年法律 

 第49号)第65条に規定する 

 休養期間 

 ７ 妊娠中の女性職員が申し出た場合において当該職員が通勤に

利用する交通機関の混雑の程度が母体の健康維持に重大な支障

を与え及ぶものであると認めるとき 

 正規の勤務時間の初め又は終わ

りにつき１日を通じて１時間を

超えない範囲内で各々必要とさ

れる時間 

 ８ 妊娠中又は出産後１年以内の女性職員が、母子保健法(昭和40

年法律第141号)第10条に規定する保健指導又は同法第13条に規

定する健康診査を受ける場合 

 その都度必要と認める期間 

 ９ 忌引き  別表第３に定める期間内に 

 おいて必要と認める期間 

 10 父母又は配偶者の祭日  １日の範囲内の期間 

 11 職員の婚姻  ５日間を超えない期間内におい

て必要と認める連続した期間(た

だし、婚姻の事実が生ずるその日

から５日前又は婚姻後１月の期

間内とする) 



 

 

 12 職員の妻が出産する場合で、職員の妻の出産に伴い必要と認め

られる入院の付き添い等のため勤務しないことが相当であると

認められるとき 

 ２日の範囲内の期間 

 13 職員が夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及び増進

又は家庭生活の充実のため、勤務しないことが相当であると認め

られる場合 

 一の年の７月から９月の期 間

内における勤務を要しない日及

び休日を除いて、原則として連続

する３日の範囲内の期間 

 14 職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次に掲げる社会に貢献

する活動(専ら親族に対する支援となる活動を除く。)を行う場合

で、その勤務をしないことが相当であると認められるとき 

  イ 地震、暴風雨、噴火等により相当規模の災害が発生した被災

地又はその周辺の地域における生活関連物資の配布その他の被

災者を支援する活動 

  ロ 身体障害者療護施設、特別養護老人ホームその他主として身

体上若しくは精神上の障害がある者又は負傷若しくは疾病にか

かった者に対して必要な措置を講ずることを目的とする施設で

あって会長が定めるものにおける活動 

  ハ イ及びロに掲げる活動のほか、身体上若しくは精神上の傷害

、負傷又は疾病により常態として日常生活を営むのに支障がある

者の介護その他の日常生活を支援する活動 

 一の年において５日の範囲内の

期間 

 15 前各号に掲げる場合を除くほか、会長においてやむを得ない理

由があると認める場合 

 会長においてその都度必要 

 と認める期間 

 

(備 考) 

 ・13の規定においては、特に必要と認められる場合に限り、一暦日ごとに分割することができ 

る。 

  ・この休暇は、暦日によるものとし、半日又は時間単位のものは認められない。 

 ・勤務条件の特殊性その他の事由により７月から９月の期間内に夏季休暇の取得が困難である

場合は、所属長との協議の上、変更することができる。 

 ・この休暇は、翌年に繰り越すことはできない。 



 

 

別表第３(第２４条関係) 

 

忌 引 内 容 及 び 日 数 一 覧 表 

 

 

  区    分  死 亡 し た 者                   忌 引 き の 日 数             

 

 

 

 血    族 

 配偶者           ７ 

  一親等の直系尊属(父母)           ７ 

  一親等の直系卑属(子)           ５ 

  二親等の直系尊属(祖父母)           ３ 

  二親等の直系卑属(孫)           １ 

  二親等の傍系者(兄弟姉妹)           ３ 

  三親等の傍系卑属(伯叔父母)           １ 

 

 

 姻    族 

  一親等の直系尊属(父母)           ３ 

  一親等の直系卑属(子の配偶者)           １ 

  二親等の直系尊属(祖父母)           １ 

  二親等の傍系者(兄弟姉妹)           １ 

  三親等の傍系尊属(伯叔父母)           １ 

 

(備 考) 

 ・生計を一にする姻族の場合は、血族に準ずる。 

 ・いわゆる代襲相続の場合において祭具等の継承を受けた者は、一親等の直系(父母及び子)に

準ずる。 

 ・葬祭のため遠隔の地に赴く必要のある場合には、実際に要した往復日数を加算することがで

きる。 

 

 

 


